
１ 

 

報告第 ５ 号 

 

   令和３年度おいらせ町健全化判断比率及び資金不足比率について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）

第３条第１項及び第２２条第１項の規定により、令和３年度おいらせ町

健全化判断比率及び資金不足比率を、監査委員の意見を付し別紙のとお

り報告する。 

 

 

  令和 ４ 年 ９ 月 １ 日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   



２ 

 

１ 健全化判断比率 

健 全 化 判 断 比 率 備   考 

実 質 赤 字 比 率 
－  

（14.05％） 

実質黒字比率 4.22％ 

連結実質赤字比率 
－  

（19.05％） 

連結実質黒字比率 19.81％ 

実 質 公 債 費 比 率 
10.8％  

（ 25.0％） 

 

将 来 負 担 比 率 
－  

（350.0％） 

将来負担比率△16.70％ 

 ＊ （ ）の数値は早期健全化基準の比率 

 

２ 資金不足比率 

特別会計の名称 資金不足比率 備   考 

病 院 事 業 会 計 
－  

（20.0％） 

・令第 17 条第 1 号の規定による

事業の規模 847,509 千円 

・資金剰余比率 108.6％ 

公共下水道事業 

特 別 会 計 

－  

（20.0％） 

・令第 17 条第 3 号の規定による

事業の規模 153,784 千円 

・資金剰余比率 8.9％ 

農業集落排水事業 

特 別 会 計 

－  

（20.0％） 

・令第 17 条第 3 号の規定による

事業の規模 29,346 千円 

・資金剰余比率 9.8％ 

＊ （ ）の数値は経営健全化基準の比率 

 ＊ 「令」は地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令 

  



３ 

 

報告第 ６ 号 

 

   令和３年度青森県新産業都市建設事業団特定事業及び特定事業以

外の事業の決算報告について 

 

 青森県新産業都市建設事業団規約第１４条第４項の規定に基づき、別

冊のとおり報告する。 

 

 

  令和 ４ 年 ９ 月 １ 日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

  



４ 

 

諮問第 ２ 号 

 

   人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについて 

 

 下記の者を人権擁護委員の候補者として推薦したいので、人権擁護委

員法（昭和２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の

意見を求める。 

 

記 

 

 推薦する者の住所、氏名、生年月日 

   

  氏  名  山
やま

 端
はた

 節
せつ

 子
こ

 

   

 

 

  令和 ４ 年 ９ 月 １ 日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 １人の委員（山端節子氏）の任期満了に伴い、同氏を引き続き委員の

候補者として推薦することについて、意見を求めるものである。 



５ 

 

諮問第 ２ 号参考資料 
 

  



６ 

 

  



７ 

 

諮問第 ３ 号 

 

   人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについて 

 

 下記の者を人権擁護委員の候補者として推薦したいので、人権擁護委

員法（昭和２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の

意見を求める。 

 

記 

 

 推薦する者の住所、氏名、生年月日 

   

  氏  名  吉
よし

 田
だ

 京
きょう

 子
こ

 

   

 

 

  令和 ４ 年 ９ 月 １ 日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 １人の委員（吉田京子氏）の任期満了に伴い、同氏を引き続き委員の

候補者として推薦することについて、意見を求めるものである。 



８ 

 

諮問第 ３ 号参考資料 
 
  



９ 

 

諮問第 ４ 号 

 

   人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについて 

 

 下記の者を人権擁護委員の候補者として推薦したいので、人権擁護委

員法（昭和２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の

意見を求める。 

 

記 

 

 推薦する者の住所、氏名、生年月日 

   

  氏  名  柏
かしわ

 崎
ざき

 尚
なお

 生
き

 

   

 

 

  令和 ４ 年 ９ 月 １ 日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 １人の委員（倉持晶郎氏）の任期満了に伴い、後任の委員に柏崎尚生

氏を候補者として推薦することについて、意見を求めるものである。 



１０ 

 

諮問第 ４ 号参考資料 
 

  



１１ 

 

議案第５６号 

 

   おいらせ町職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

について 

 

 おいらせ町職員の育児休業等に関する条例（平成１８年おいらせ町条

例第３５号）の一部を改正する条例を別紙のとおり定める。 

 

 

  令和 ４ 年 ９ 月 １ 日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）等

の一部改正により、育児休業の取得回数制限及び非常勤職員に係る育児

休業等の取得要件が緩和されることに伴い、所要の改正を行うため提案

するものである。  



１２ 

 

   おいらせ町職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 おいらせ町職員の育児休業等に関する条例（平成１８年おいらせ町条

例第３５号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第３号中「次のいずれかに該当する非常勤職員」を「非常勤職

員であって、次のいずれかに該当するもの」に改め、同号ア（ア）中「第

２条の４に規定する場合に該当する場合にあっては、２歳に達する日」

を「当該子の出生の日から第３条の２に規定する期間内に育児休業をし

ようとする場合にあっては当該期間の末日から６月を経過する日、第２

条の４の規定に該当する場合にあっては当該子が２歳に達する日」に改

め、同号イを次のように改める。 

  イ 次のいずれかに該当する非常勤職員 

   (ア) その養育する子が１歳に達する日（以下「１歳到達日」と

いう。）（当該子について当該非常勤職員が第２条の３第２号

に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の末日とされた日

が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とさ

れた日。以下(ア)において同じ。）において育児休業をしてい

る非常勤職員であって、同条第３号に掲げる場合に該当して当

該子の１歳到達日の翌日を育児休業の期間の初日とする育児休

業をしようとするもの 

   (イ) その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業を

している場合であって、当該任期を更新され、又は当該任期の

満了後引き続いて特定職に採用されることに伴い、当該育児休

業に係る子について、当該更新前の任期の末日の翌日又は当該

採用の日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとす

るもの 

 第２条第３号ウを削り、同号を同条第４号とし、同条第２号の次に次

の１号を加える。 

 (3) 地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成 



１３ 

 

１４年法律第４８号）第５条第３項（地方公営企業法（昭和２７年

法律第２９２号）第３９条第６項の規定により読み替えて適用する

場合を含む。）の規定により任期を定めて採用された地方公共団体

の一般職の任期付職員の採用に関する法律第２条第２項に規定する

短時間勤務職員 

 第２条の３第３号中「養育するため、非常勤職員が当該子の１歳到達

日（当該子を養育する非常勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育

児休業又は当該非常勤職員の配偶者が同号に掲げる場合若しくはこれに

相当する場合に該当してする配偶者育児休業の期間の末日とされた日が

当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日（当

該育児休業の期間の末日とされた日と当該配偶者育児休業の期間の末日

とされた日が異なるときは、そのいずれかの日））の翌日（当該子の１

歳到達日後の期間においてこの号に掲げる場合に該当してその任期の末

日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員であっ

て、当該任期が更新され、又は当該任期の満了後に特定職に引き続き採

用されるものにあっては、当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採用

される日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合

であって、次に掲げる場合のいずれにも該当するとき」を「養育する非

常勤職員が、次に掲げる場合のいずれにも該当する場合（当該子につい

てこの号に掲げる場合に該当して育児休業をしている場合であって第３

条第７号に掲げる事情に該当するときはイ及びウに掲げる場合に該当す

る場合、町長が定める特別の事情がある場合にあってはウに掲げる場合

に該当する場合）」に改め、同号イを同号ウとし、同号ア中「当該非常

勤職員がする」を「当該非常勤職員が前号に掲げる場合に該当してする」

に、「当該配偶者がする」を「当該配偶者が同号に掲げる場合又はこれ

に相当する場合に該当してする」に改め、同号アを同号イとし、同号に

アとして次のように加える。 

  ア 当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員が前号



１４ 

 

に掲げる場合に該当してする育児休業又は当該非常勤職員の配

偶者が同号に掲げる場合若しくはこれに相当する場合に該当し

てする配偶者育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳

到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日（当該育児

休業の期間の末日とされた日と当該配偶者育児休業の期間の末

日とされた日が異なるときは、そのいずれかの日））の翌日（当

該配偶者がこの号に掲げる場合又はこれに相当する場合に該当

して配偶者育児休業をする場合にあっては、当該配偶者育児休業

の期間の末日とされた日の翌日以前の日）を育児休業の期間の初

日とする育児休業をしようとする場合 

 第２条の３第３号に次のように加える。 

  エ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該

非常勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休業の期間

の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあって

は、当該末日とされた日）後の期間においてこの号に掲げる場合

に該当して育児休業をしたことがない場合 

 第２条の４中「養育するため、非常勤職員が当該子の１歳６箇月到達

日の翌日（当該子の１歳６箇月到達日後の期間においてこの条に規定す

る場合に該当してその任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休

業をしている非常勤職員であって、当該任期が更新され、又は当該任期

の満了後に特定職に引き続き採用されるものにあっては、当該任期の末

日の翌日又は当該引き続き採用される日）を育児休業の期間の初日とす

る育児休業をしようとする場合であって、次に掲げる場合のいずれにも

該当するとき」を「養育する非常勤職員が、次の各号に掲げる場合のい

ずれにも該当する場合（当該子についてこの条の規定に該当して育児休

業をしている場合であって次条第７号に掲げる事情に該当するときは第

２号及び第３号に掲げる場合に該当する場合、町長が定める特別の事情

がある場合にあっては同号に掲げる場合に該当する場合）」に改め、同



１５ 

 

条中第２号を第３号とし、第１号を第２号とし、同条に第１号として次

の１号を加える。 

 (1) 当該非常勤職員が当該子の１歳６箇月到達日の翌日（当該非常勤

職員の配偶者がこの条の規定に該当し、又はこれに相当する場合に

該当して配偶者育児休業をする場合にあっては、当該配偶者育児休

業の期間の末日とされた日の翌日以前の日）を育児休業の期間の初

日とする育児休業をしようとする場合 

 第２条の４に次の１号を加える。 

 (4) 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６箇月到達日後

の期間においてこの条の規定に該当して育児休業をしたことがない

場合 

 第２条の５を削る。 

 第３条中第５号を削り、第６号を第５号とし、第７号を第６号とし、

同条第８号中「その任期」を「任期を定めて採用された職員であって、

当該任期」に、「非常勤職員」を「もの」に、「育児休業に係る子につい

て、当該任期が」を「任期を」に、「満了後に特定職に引き続き」を「満

了後引き続いて特定職に」に、「任期の末日の翌日又は当該引き続き採用

される日」を「育児休業に係る子について、当該更新前の任期の末日の

翌日又は当該採用の日」に改め、同号を同条第７号とし、同条の次に次

の１条を加える。 

 （育児休業法第２条第１項第１号の条例で定める期間） 

第３条の２ 育児休業法第２条第１項第１号の条例で定める期間は、 

５７日間とする。 

 第１０条第６号中「育児休業等計画書」を「育児短時間勤務計画書」

に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 



１６ 

 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日前に育児休業等計画書を提出した職員に対する

この条例による改正前の第３条（第５号に係る部分に限る。）及び第 

１０条（第６号に係る部分に限る。）の規定の適用については、なお従

前の例による。 

  



１７ 

 

議案第５７号 

 

   おいらせ町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償額に

関する条例の一部を改正する条例について 

 

 おいらせ町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償額に関す

る条例（平成１８年おいらせ町条例第３８号）の一部を改正する条例を

別紙のとおり定める。 

 

 

  令和 ４ 年 ９ 月 １ 日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 消防団員の年額報酬について、処遇改善を目的とし、国の基準額と同

額に改めるため提案するものである。  



１８ 

 

   おいらせ町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償額に

関する条例の一部を改正する条例 

 おいらせ町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償額に関

する条例（平成１８年おいらせ町条例第３８号）の一部を次のように改

正する。 

 別表第２消防団長の項中「５６，５００円」を「８２，５００円」に、

消防団副団長の項中「４０，０００円」を「６９，０００円」に、消防

団分団長の項中「２５，０００円」を「５０，５００円」に、消防団本

団付分団長の項中「２５，０００円」を「５０，５００円」に、消防団

副分団長の項中「２３，０００円」を「４５，５００円」に、消防団部

長の項中「２０，５００円」を「３７，０００円」に、消防団班長の項

中「１６，０００円」を「３７，０００円」に、消防団員の項中「

１５，０００円」を「３６，５００円」に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、改正後のおいらせ町特別職の職員

で非常勤のものの報酬及び費用弁償額に関する条例の規定は、令和４年

４月１日から適用する。 

  



１９ 

 

議案第５８号 

 

   おいらせ町印鑑条例の一部を改正する条例について 

 

 おいらせ町印鑑条例（平成１８年おいらせ町条例第１２号）の一部を

改正する条例を別紙のとおり定める。 

 

 

  令和 ４ 年 ９ 月 １ 日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

個人番号カードを利用して、コンビニエンスストア等に設置している

多機能端末機から印鑑登録証明書を取得できるコンビニ交付サービスの

導入に伴い、所要の改正を行うため提案するものである。 



２０ 

 

   おいらせ町印鑑条例の一部を改正する条例 

 おいらせ町印鑑条例（平成１８年おいらせ町条例第１２号）の一部を

次のように改正する。 

 第１１条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定にかかわらず、登録者が自ら印鑑登録証明書の交付を申

請するときは、印鑑登録証に代えて、個人番号カード（行政手続にお

ける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成 

２５年法律第２７号）第２条第７項に規定する個人番号カードをいう。

以下同じ。）を提示して申請することができる。 

 第１３条の次に次の１条を加える。 

 （多機能端末機による印鑑登録証明書の交付） 

第１３条の２ 前条の規定にかかわらず、登録者は、個人番号カード（電

子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する

法律（平成１４年法律第１５３号）第２２条第１項に規定する利用者

証明用電子証明書が記録されているものに限る。）を利用して、自ら多

機能端末機（本町の電子計算機と電気通信回線により接続された民間

事業者が設置する端末機であって、証明書を発行する機能を有するも

のをいう。）に必要な事項を入力することにより、印鑑登録証明書の交

付を申請し、その交付を受けることができる。 

   附 則 

 この条例は、令和５年１月１０日から施行する。 

  



２１ 

 

議案第５９号 

 

   木ノ下小学校空調設備整備工事（機械設備）請負契約の締結につ

いて 

 

 木ノ下小学校空調設備整備工事（機械設備）請負契約を別紙のとおり

締結するものとする。 

 

 

  令和 ４ 年 ９ 月 １ 日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号及びお

いらせ町議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条

例（平成１８年おいらせ町条例第４９号）第２条の規定により、木ノ下

小学校空調設備整備工事（機械設備）請負契約を締結するため提案する

ものである。 



２２ 

 

別 紙 

 

 

 １ 契約の目的   木ノ下小学校空調設備整備工事（機械設備） 

 

 ２ 契約の方法   指名競争入札 

 

 ３ 契約金額    ５３，３５０，０００円 

 

 ４ 契約の相手方  青森県上北郡おいらせ町 

           向山東三丁目２７３６番地１０ 

           株式会社 成田総合設備 

           代表取締役 成田 輝彦 

  



２３ 

 

議案第６０号 

 

令和４年度おいらせ町一般会計補正予算（第２号）について 

 

令和４年度おいらせ町の一般会計補正予算は、次に定めるところによ

る。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４４９，２４１千円を

追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１１，２６１，５１２

千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定によ

り債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、

「第２表債務負担行為」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の変更及び廃止は、「第３表地方債補正」による。 

 

  令和 ４ 年 ９ 月 １ 日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 

 

 



 

 

 

２
４

 

 



 

 

 

２
５

 

 



 

 

 

２
６

 

 



 

 

 

２
７

 

 



 

 

 

２
８

 

 

第２表  債 務 負 担 行 為 

 

   

（単位：千円） 

事               項 期    間 限  度  額 

み な く る 館 等 指 定 管 理 料 令和５年度～令和９年度 ３５２，４７７ 

 

  



 

 

 

２
９

 

 



 

３０ 

 

議案第６１号 

 

   令和４年度おいらせ町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）

について 

 

令和４年度おいらせ町の国民健康保険特別会計補正予算は、次に定め

るところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２１，３２６千円を追

加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２，３０７，８９５千

円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

 

  令和 ４ 年 ９ 月 １ 日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 

 



 

 

 

３
１

 

 

 

  



 

 

 

３
２

 

 

 

  



 

３３ 

 

議案第６２号 

 

令和４年度おいらせ町奨学資金貸付事業特別会計補正予算（第１

号）について 

 

令和４年度おいらせ町の奨学資金貸付事業特別会計補正予算は、次に

定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１０千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１８，１２４千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

 

  令和 ４ 年 ９ 月 １ 日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 

 



 

 

 

３
４

 

 

  



 

 

 

３
５

 

 

  



 

３６ 

 

議案第６３号 

 

令和４年度おいらせ町公共下水道事業特別会計補正予算（第２号）

について 

 

令和４年度おいらせ町の公共下水道事業特別会計補正予算は、次に定

めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７０５千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１，０５９，６３９千円とす

る。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

 

  令和 ４ 年 ９ 月 １ 日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 

 



 

 

 

３
７

 

 

  



 

 

 

３
８

  

  



 

３９ 

 

議案第６４号 

 

令和４年度おいらせ町農業集落排水事業特別会計補正予算（第１

号）について 

 

令和４年度おいらせ町の農業集落排水事業特別会計補正予算は、次に

定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５９８千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２９３，６０２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

 

  令和 ４ 年 ９ 月 １ 日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 



 

 

 

４
０

  

 

  



 

 

 

４
１

 

 

  



 

４２ 

 

議案第６５号 

 

令和４年度おいらせ町介護保険特別会計補正予算（第１号）につ

いて 

 

令和４年度おいらせ町の介護保険特別会計補正予算は、次に定めると

ころによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１０４，５８８千円を

追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２，４８１，８０６

千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

 

  令和 ４ 年 ９ 月 １ 日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 



 

 

 

４
３

 

 

 

  



 

 

 

４
４

 

 

  



 

４５ 

 

議案第６６号 

 

令和４年度おいらせ町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）

について 

 

令和４年度おいらせ町の後期高齢者医療特別会計補正予算は、次に定

めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３４，３１０千円を追

加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２５７，０４５千円と

する。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

 

  令和 ４ 年 ９ 月 １ 日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 



 

 

 

４
６

 

 

  



 

 

 

４
７

 

 

  



 

４８ 

 

議案第６７号 

 

令和４年度おいらせ町病院事業会計補正予算（第２号）について 

 

第１条 令和４年度おいらせ町病院事業会計の補正予算は、次に定める

ところによる。 

 

第２条 令和４年度おいらせ町病院事業会計予算（以下「予算」という。）

第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

 

（科  目）     （既決予定額）   （補正予定額）     （ 計 ） 

収   入 

 第１款 事業収益   1,001,817 千円     619 千円   1,002,436 千円 

  第１項 医業収益   882,434 千円      619 千円    883,053 千円 

 

支   出 

第１款 事業費用      1,001,817 千円     619 千円  1,002,436 千円 

第１項 医業費用     993,523 千円       619 千円     994,142 千円 

 

第３条 予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し

不足する額 15,768 千円」を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足

する額 15,510 千円」に、「当年度分損益勘定留保資金 15,768 千円」を

「当年度分損益勘定留保資金 15,510 千円」に改め、資本的収入及び支

出の予定額を次のとおり補正する。 

 

（科  目）        （既決予定額）   （補正予定額）     （ 計 ） 

収   入 

第１款 資本的収入      158,831 千円       500 千円      159,331 千円 

第２項 他会計出資金  13,280 千円        500 千円       13,780 千円 



 

４９ 

 

支   出 

第１款 資本的支出      174,599 千円       242 千円      174,841 千円 

第１項 建設改良費    145,639 千円      242 千円   145,881 千円 

 

第４条 予算第８条に定めた経費の金額を次のように改める。 

（科  目）   （既決予定額）    （補正予定額）       （ 計 ） 

（１）職員給与費        561,697 千円      △4,754 千円     556,943 千円 

 

 

  令和 ４ 年 ９ 月 １ 日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

  



 

５０ 

 

認定第 １ 号 

 

   令和３年度おいらせ町一般会計歳入歳出決算認定について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定によ

り、令和３年度おいらせ町一般会計歳入歳出決算について、監査委員の

意見を付し別冊のとおり認定を求める。 

 

 

  令和 ４ 年 ９ 月 １ 日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 



 

５１ 

 

認定第 ２ 号 

 

   令和３年度おいらせ町国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定につ

いて 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定によ

り、令和３年度おいらせ町国民健康保険特別会計歳入歳出決算について、

監査委員の意見を付し別冊のとおり認定を求める。 

 

 

  令和 ４ 年 ９ 月 １ 日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   



 

５２ 

 

認定第 ３ 号 

 

令和３年度おいらせ町奨学資金貸付事業特別会計歳入歳出決算認定

について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定によ

り、令和３年度おいらせ町奨学資金貸付事業特別会計歳入歳出決算につ

いて、監査委員の意見を付し別冊のとおり認定を求める。 

 

 

  令和 ４ 年 ９ 月 １ 日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 



 

５３ 

 

認定第 ４ 号 

 

令和３年度おいらせ町公共下水道事業特別会計歳入歳出決算認

定について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定によ

り、令和３年度おいらせ町公共下水道事業特別会計歳入歳出決算につい

て、監査委員の意見を付し別冊のとおり認定を求める。 

 

 

  令和 ４ 年 ９ 月 １ 日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 



 

５４ 

 

認定第 ５ 号 

 

令和３年度おいらせ町農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算認定

について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定によ

り、令和３年度おいらせ町農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算につ

いて、監査委員の意見を付し別冊のとおり認定を求める。 

 

 

  令和 ４ 年 ９ 月 １ 日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 



 

５５ 

 

認定第 ６ 号 

 

令和３年度おいらせ町介護保険特別会計歳入歳出決算認定につ

いて 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定によ

り、令和３年度おいらせ町介護保険特別会計歳入歳出決算について、監

査委員の意見を付し別冊のとおり認定を求める。 

 

 

  令和 ４ 年 ９ 月 １ 日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 

  



 

５６ 

 

認定第 ７ 号 

 

令和３年度おいらせ町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認

定について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定によ

り、令和３年度おいらせ町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算につい

て、監査委員の意見を付し別冊のとおり認定を求める。 

 

 

  令和 ４ 年 ９ 月 １ 日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 



 

５７ 

 

認定第 ８ 号 

 

令和３年度おいらせ町病院事業会計決算認定について 

 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定

により、令和３年度おいらせ町病院事業会計決算について、監査委員の

意見を付し別冊のとおり認定を求める。 

 

 

  令和 ４ 年 ９ 月 １ 日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 

 


